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博士学位申請者氏名 髙橋治彦 
博士学位申請論文 
題名『利益計算構造的分析視点からみた包括利益導入の会計的意義 
―岩田理論における二元的利潤計算構造モデルを分析枠組として―』 
(訳) An Inquiry into the Significance of Comprehensive Income 
- Based on the Iwata’s Theoretical Structure of Business Income Measurement- 
Ⅰ 本論文の構成 
 本論文は財務会計基準書第 130 号｢包括利益の報告(以下、基準書第 130 号)｣によって導入され
た包括利益の会計的意義を、利益計算構造的分析視点に立ち、岩田 巌 教授が企業会計の本質とし
て定立された二元的利潤計算構造モデルを用いて明らかにしたものであり、以下に示す６つの章か
ら構成されている。 
 
第１章 序章 
第２章 ＦＡＳＢ基準書第 130 号における包括利益およびその他の包括利益構成要素の発生メカニズム 
第３章 包括利益導入に関わる基本問題および新しい分析視点ならびに分析枠組の提示 
第４章 二元的利潤計算構造モデルおよびその現実的変容  
    ―岩田理論における二元的利潤計算構造モデルを中心として― 
第５章 現行支配的会計実務に対する包括利益導入の会計的意義 
第６章 研究総括 
 
なお、上記のように構成されている本論文の全体系については下図のように要約することができる。 
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論文構成とそれに対応する章立て
二元的利潤計算構造モデルの現行支配的会計実務へ
の変容および制約要因の明示：形式的および実質的制約要因
研究背景、問題意識および分析視点な
らびに分析枠組、研究目的、研究概要
包括利益の特性解明（二元的利益概念）
包括利益導入に関わる基本問題の提起
（問題解決のための分析視点）
情報価値関連性分析視点〔先行研
究（実証研究）の分析視点〕
本論文で提起される新しい分析視点(利益計算構造的分析視点)
本論文の中心テーマ：包括利益導入に関わる基本問題の解明を
通して包括利益導入の会計的意義を明らかにする。
包括利益が前提とする
利益計算構造的特徴の明示
岩田理論における二元的利潤計算構造
モデルの基本構造の明示
現行支配的会計実務の利益計算構造的
特徴および計算構造的問題点の析出
包括利益導入に
よる問題の解消
現行支配的会計実務の二元的利潤計算構造化に
よる問題解決および付随する２つの問題点の明示
限界 有効
第１章：序章
第２章：基準書第130号における包括利益および
その他の包括利益構成要素の発生メカニズム
第３章：包括利益導入に関わる基本問題およ
び新しい分析視点ならびに分析枠組の提示
第４章：二元的利潤計算構造モデルおよび
その現実的変容-岩田理論のおける二元的
利潤計算構造モデルを中心として-
第５章：現行支配的会計実務に対する
包括利益導入の会計的意義
利益計算構造的分析視点からみた包括利益導入の会計的意義-岩田理論における二元的利潤計算構造モデルを分析枠組として-
本論文の研究（分析アプロ－チ）および研究成果の価値と課題 第６章：研究総括
解明
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Ⅱ 本論文の概要 
 髙橋氏が博士学位申請論文として提出した｢利益計算構造的分析視点からみた包括利益導入の会
計的意義―岩田理論における二元的利潤計算構造モデルを分析枠組として―｣は、利益計算構造的
分析視点から、岩田の二元的利潤計算構造モデルを分析枠組として使うことにより、包括利益導入
の会計的意義を解明しようとするものである。そのポイントは、かつて現行支配的利益計算構造の
成立に関し岩田が会計環境の変容に順応するかたちで二元的利益計算構造化したことを明らかに
したが、いま新たな会計環境の変容に直面するなかで、企業会計の本質を二元的利益計算構造に求
める限り、利益概念として｢純利益｣と｢その他の包括利益｣から構成される｢包括利益｣の概念を導入
することが不可欠なことを明確にしたことにある。各章の概要は次のとおりである。 
 
第１章 序章 
 本章では、｢研究背景｣、｢問題意識および分析視点ならびに分析枠組｣、｢研究目的｣および｢研究
概要｣について記述している。 
 
第２章 ＦＡＳＢ基準書第 130 号における包括利益およびその他の包括利益構成要素の発生メカ 
ニズム 
 本章は、包括利益導入に関わる基本問題を明らかにするための予備作業と位置づけられており、
基準書第 130 号で明らかにされた包括利益に包摂される｢純利益｣と｢その他の包括利益｣が利益計
算構造上異質な利益である可能性について、次の四つの節での分析を通して明らかにしている。 
第１節 ＦＡＳＢ基準書第 130 号における包括利益 
  基準書第 130 号の諸規定を検討した結果、包括利益が包摂する｢純利益｣と｢その他の包括利益｣
が利益計算構造上異質な利益である可能性を指摘し、その根拠を明らかにしている。 
第２節 ＦＡＳＢ基準書第 52 号における外貨換算調整額 
   ｢その他の包括利益｣を構成する３つの利益項目の１つである外貨換算調整額の発生メカニ
ズムを、事例を使って明らかにすることにより、当該利益項目が前提としている利益計算構造
がどのようなものであるのかについて明らかにしている。 
第３節 ＦＡＳＢ基準書第 87 号における最小年金負債調整額 
   ｢その他の包括利益｣を構成する利益項目の１つである最小年金負債調整額の発生メカニズ
ムを、事例を使って明らかにすることにより、当該利益項目がどのような利益計算構造を通し
て計算されるのかを明らかにしている。 
第４節 ＦＡＳＢ基準書第 115 号における有価証券投資未実現利得・損失項目 
   ｢その他の包括利益｣を構成する最後の利益項目である有価証券投資未実現利得・損失項目の
発生メカニズムを、事例を用いて明らかにすることにより、当該利益(損失)項目がどのような
利益計算構造に基づいて計算されるのかを明らかにしている。 
 
第３章 包括利益導入に関わる基本問題および新しい分析視点ならびに分析枠組の提示 
 本章では、包括利益導入に関わる基本問題の分析を通して、包括利益導入の会計的意義を解明す
るうえで有効な分析視点および分析枠組がどのようなものであるのかについて、次の三つの節での
分析を通して明らかにしている。 
第１節 純利益とその他の包括利益の差異分析 
   包括利益に包摂される｢純利益｣と｢その他の包括利益｣が利益計算構造上異質な利益である
ことを概念的分析アプローチおよび利益計算構造的分析アプローチという２つの分析アプロ
ーチを用いて明らかにしている。 
第２節 包括利益一元化に向けての動向 
   国際会計基準審議会の動向を中心に国際会計基準設定領域で包括利益一元化に向けての基
準設定活動が進んでいる事実を明らかにしている。 
第３節 包括利益導入に関わる基本問題と新しい分析視点 
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   包括利益に関わる先行研究(実証研究)の成果の多くが包括利益の情報価値関連性を否定して
いる事実に着目したうえで、包括利益一元化に向けての会計基準設定活動と先行研究の成果と
の間の不整合な関係こそ、包括利益に関わる基本問題と位置づけていることを指摘している。
さらに、この基本問題の検討を通じて、包括利益導入の会計的意義を解明するには、分析視点
としては利益計算構造的視点、分析枠組としては二元的利益計算構造モデルが有効であること
を明らかにしている。 
 
第４章 二元的利潤計算構造モデルおよびその現実的変容―岩田理論における二元的利潤計算構
造モデルを中心として― 
 本章では、包括利益導入に関わる基本問題を解明するための分析枠組として用いる岩田の二元的
利潤計算構造モデルについて、それがどのようなものであり、また分析枠組としてなぜ有効である
かを二つの節の分析を通して明らかにしている。 
第１節 岩田理論における会計的利潤計算の意味とその計算構造 
   損益法と財産法という原理的に異質な２つの利益計算構造が併存する岩田の二元的利潤計
算構造モデルが会計的利益計算を行ううえでどのように機能するかを明らかにしている。 
第２節 二元的利潤計算構造モデルに対する制約要因 ―現行支配的利益計算構造への変容― 
   複式簿記記帳システムと企業の財産構成の変容という２つの制約要因が岩田の二元的利潤
計算構造モデルに変容を迫り、現行支配的利益計算構造にかたちを変えてゆくプロセスを明ら
かにしている。 
 
第５章 現行支配的会計実務に対する包括利益導入の会計的意義 
 本章では五つの節での分析を通して、現行支配的利益計算構造の計算構造的特徴とそこに内在す
る計算構造的問題が何かを明らかにし、この計算構造的問題を解消するには現行支配的利益計算構
造の二元的利潤計算構造化が不可避であること、さらに二元的利潤計算構造化から生じる問題を回
避するうえで包括利益が極めて重要な役割を果たすことを明らかにしている。 
第１節 ２つの会計測定モデル 
   会計測定の普遍的操作特性から、測定対象の違いにもとづき二つの会計測定モデルの識別を
行ったうえで、現行支配的利益計算構造が個別取引の集合体を認識・測定対象とする会計測定
モデルと近似な利益測定システムであることを明らかにすると同時に、この会計測定モデルに
固有の計算構造的特徴を明らかにしている。 
第２節 現行支配的会計実務の利益計算構造的特徴およびその問題点 
   取引の集合体を認識・測定対象とする会計測定モデルの利益計算構造的特徴について、これ
が現行支配的利益計算システムのもとにあっては利益計算構造上の問題を引き起こす原因と
なっている点を明らかにしている。 
第３節 現行支配的会計実務の利益計算構造に内在する問題の解消 
   現行支配的利益計算に内在する計算構造的問題を解消するには、現行支配的利益計算構造を
二元的利益計算構造化する必要があることを明らかにしたうえで、そのための具体的手立てと
して財産法的貸借対照表機能の再稼動が不可欠であることを明らかにしている。 
第４節 二元的利潤計算構造モデル再稼動の具体的手立て 
   現行支配的利益計算システムのもとで財産法的貸借対照表機能を再稼動させるには、まず資
本計算と利益計算の亀裂問題および貸借対照表と損益計算書の連携関係を前提とした会計的
利益計算機能の保持という二つの課題を解決する必要があることを指摘する。そのうえで解決
の手段として、前者の課題には二つの異質な利益計算構造から計算される利益を収容しうる二
つの利益概念を用意する必要があるとし、後者の課題にはこの二つの利益概念を包摂しうる単
一の利益概念を導入することが不可欠であることを明らかにしている。 
第５節 現行支配的会計実務に対する包括利益導入の会計的意義 
   基準書第 130 号で明らかにされている伝統的利益概念である｢純利益｣と、新たに導入され
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た利益概念である｢その他の包括利益｣は、資本計算と利益計算の亀裂問題の発生を未然に回避
させることを指摘すると共に、この二つの利益概念を包摂する包括利益の導入こそ、貸借対照
表と損益計算書の連携関係を前提とした会計的利益計算機能を保持するうえで不可欠の利益
概念であることを明らかにしている。 
 
第６章 研究総括 
  本章では、本論文の独自性と今後の検討課題が明らかにされている。 
 
Ⅲ 論文の評価 
 本論文の評価にあたっては、研究アプローチの価値および研究成果の価値に分けて、これを行な
いたい。 
〈研究アプローチの価値〉 
１．本論文は、｢純利益｣と｢その他の包括利益｣という利益計算構造を原理的に異にする二つの異質
な利益を包摂する｢包括利益｣概念を導入する会計的意義を分析するにあたり、利益計算構造という
かつて採られたことのない新しい分析視点からこれを行なっている。 
２．会計環境の変容が利益計算構造を規定するという岩田の二元的利潤計算構造モデルに認められ
るダイナミックな関係に着目し、これを現在直面する会計環境の変容に企業会計の利益計算構造が
順応するためにどのように援用できるのか、という独自の分析枠組を採っている。 
 
〈研究成果の価値〉 
包括利益導入の会計的意義を規範論として明らかにしようとした本論文の主たる研究成果は、以下
の２点にある。 
１．伝統的利益概念である｢純利益｣に新しい利益概念である｢その他の包括利益｣を加えて、さらに
これら二つの利益概念を｢包括利益｣の概念によって包摂させることにより、第一に資本計算と利益
計算の亀裂問題を未然に回避することを可能とし、第二に会計測定システムのレーゾンデートルで
ある貸借対照表と損益計算書の連携関係を前提とした利益測定機能を保ち続けることも可能とす
ることを解明した。 
 包括利益導入の会計的意義を上述した２点に求めることにより、包括利益に関わる基本問題(包括
利益を分析対象とした実証研究の成果と国際会計基準設定領域における包括利益一元化現象との
間に生じている不整合な関係)を合理的に整理、明らかにすることが可能な説明理論を新たに提供す
る成果を収めた。 
２．｢包括利益｣の導入によって現行支配的会計実務のもとにあっても、貸借対照表は損益法的貸借
対照表としてもまた財産法的貸借対照表としても機能しうることになるから、基準書第 130 号に
よって導入された包括利益は、包括利益一元化に対しても十分対応しうる利益計算構造システムを
提供しうるものであることを論証した。 
 
以上に加えて、本論文第２章第２節から同第４節で取り組んだ外貨換算調整額の発生メカニズム、 
最小年金負債調整額の発生メカニズムおよび有価証券投資未実現利得・損失項目の発生メカニズム
の分析については、これらの極めて複雑な計算構造の仕組みを解き明かし、平易な文章で記述しき
った点は、これら専門分野の今後の研究に大きく貢献することが期待できることを指摘しておきた
い。 
 
〈本論文の課題〉 
 本論文では分析枠組として岩田の二元的利潤計算構造モデルを使用している。岩田が二元的利潤
計算構造モデルを提示しその変容の論理を明らかにしたのは、１９５６年のことである。他方、本
論文の分析対象である包括利益が基準書第 130 号によって導入されたのは１９９７年である。本
論文は１９５６年に定立された分析枠組を使って１９９７年時点の会計事象(包括利益の導入)を説
6 
明するという、一見すると不整合な分析アプローチを採っている。しかし、岩田のモデルに含意さ
れていることからも理解できるように、１９９７年時点の会計事象は１９５６年から１９９７年ま
での４１年間の会計環境の変容に強く影響されたものであるはずである。換言するなら、１９５６
年時点の｢現行支配的利益計算構造｣と１９９７年時点の｢現行支配的利益計算構造｣とは、その間の
会計環境のドラスティックな変容によってその実質は異なるものと考えられる。したがって基準書
第 130 号によって導入が決定された｢包括利益｣の会計的意義をより正確に明らかにするには、１
９５６年当時の｢現行支配的利益計算構造｣がどのようなものであり、基準書第 130 号が公表され
た１９９７年に至るまでの間、１９５６年当時の｢現行支配的利益計算構造｣が１９９７年時点の
｢現行支配的利益計算構造｣へと変容してゆくうえで決定的な影響要因が何であったのかを、例えば
包括主義と当期業績主義の議論、原価主義会計から時価主義(ないし時価ベース)会計への展開の議
論、岩田理論とチェンバース理論との比較分析、さらには財務会計実務における二元的利潤計算構
造の有用性に関する検証などを通じて明らかにする作業が今後の課題として残されているといえ
る。 
 
Ⅳ 博士学位申請論文に関する審査結果 
 髙橋氏は１９８２年東京都立商科短期大学に奉職以来、今日(首都大学東京)に至るまで一貫して
財務会計、特に利益計算構造を中心に研究を行ってきており、これまで著書、論文発表等を通して
その研究成果を明らかにしてきている。本論文は髙橋氏のこれまでの研究成果の集大成として位置
づけられるものであるが、その学術的貢献は｢包括利益｣をキーワードに会計的利益計算の本質的機
能とその限界を明らかにしたものと考えられる。 
  
本論文には、〈本論文の課題〉で指摘した課題が残されていることは事実である。しかし、この
課題は、今後の髙橋氏の研究を通じて解決されると期待されるところであり、決して本論文の博士
論文としての価値を減じさせるものではない。髙橋氏の博士学位申請論文『利益計算構造的分析視
点からみた包括利益導入の会計的意義―岩田理論における二元的利潤計算構造モデルを分析枠組
として―』は、会計的利益計算システムが大きく変容してゆく今日の会計環境にあって、混乱状況
を呈しているかに見える会計測定上の諸問題を整序するうえで大きく貢献するものという結論に
審査委員一同達した。よって本論文が｢理論性・独創性・実践性｣の視点から、博士学位申請論文に
十分に値するものであることを認める。 
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